
ド財畿における中央・州関係（I)

1972～84年一一一一一財政移転の分析，

ンイ

宏藤佐

うな指標が加味されるべきことも主張されている

（注3）。

中央からの財政移転が，財源再配分的機能と，

州歳入の補完・支持的機能を期待されているとこ

ろから，上記の関心が生まれてくるのはそれなり

問題の所在

中央と1'11の財政規模

中央から州への財政移転（以上，前号〕

州の財政構造と財政移転（以下，本号〕

結び

I
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W
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の背景があるといえよう。本節でも，議論の出発

点として，対象時期における州閉経済格差を財政

移転の形態について検討を行なう。

政を全体として扱うとき，上記の議論に欠落して

しかし，州財

州の財政構造と財政移転IV 

いるのは，歳出の構造とその水準に対する関心で

ある〈注付。州の経済格差は後述するように，確か

に歳入構造およびその水準と高い相関関係にある

が，同時に歳出構造とその水準との関係を通じ

州財政の全体水準を規定する。歳出は同時

先に述べた。

従来の研究では， こうした関心のもとに，それ

ぞれの形態の財政移転が州閉経済格差を是正する て，

また場合によって

それを通じて州政治における社会的・経済的

に，州政府の政策的重点を，

は，

方向で配分されてきたか否かに分析の焦点があて

られてきた。実際の分析にあたっては，チM閉経済

格差の指標として，何が適切であるかが， 利害関係を反映するものである。

で指摘した中央政府への財

それが歳出上の制約として現

われた時に，州の財政的自主権への最大の障害と

とくに前節（前号）

さらに

論議された。最も一般的には州内総生産（state 

domestic products，以下 SDP）の I人当り値が指 政的従属の問題は，

して州政府によって受けとめられることになる。

このように本節では，歳入，歳出両面を含む州

財政構造全体と中央から州への財政移転の諸形態

とを関連づけて理解してみよう。このことは，財

政移転が単に中央政府側の政策のみによって規定

これは州計画財源配分の「ガドギ

ル方式」によって，政策的にも準拠されることに

なった位 l)0 その他にも，貧困線以下の人口比率

が第7次財政委員会の少数意見としてラージ・ク

分析上の問題

三つの形態の財政移転が水平的調整の機能をい

かに果たしているかが，インドの中央・州財政関

係の研究が最も関心を寄せてきた点であることは

標とされたが，

さらリシュナによって適切な指標とされた惟2）。

されているのではなく，その具体的な流れは，

えに述べたような意味での，州財政構造によって

つ

51 

に格差是正に「公正」の規準を加味するため，た

とえば州の州税収入／SDP比を全州平均の州税収

入／SDP比によって除した「徴税努力」というよ
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も規定されているという事実を示すこと～になろ

う〈注5）。

以下順を追って財政移転と州財政における歳

入・歳出構造の関係を分析するが，本節全体に通

ずる，いくつかの技術的な問題についてまず触れ

ておこう。

(1) 本節では22,J・H，とくに 7州の特別カテゴリ

ー州を除いた151i・IIこついて分析をするため，対象

期間を(I〕1972～74年，（11)75～79年，（ill)BO～

84年の3期に分ける。これはそれぞれ第4次計画

期の後半，第5次計画期，第6次計画期とほぼ対

応し，また画期となる政治的事件（1975年6月非常

事態宣言， 80年1月インディラ・ガンディ一政徳復帰〉

にも対応している。データは各州について，各期

の平均値を潤いる<l;-6)9，ただし歳出データについ

ては， 1972/73,73/74両年度が分類制度の変更途

上にあり不備なため，（II),Cm）期についてのみ

分析する。

(2) SDPデータについては，他の変数との相関

関係をみる際には不変価格表示（1970/71年度基準〉

を用い，税収等の対 SDP比率を算出する際は時

価表示を用いる。財政上の値は，ほとんどの場合

州民1人当りで表示するが，その際の人口は1972

～80年は71年センサス値， 81～84年は81年センサ

ス値を用いている。以下本節で SDPと述べるの

は，すべて 1人当り額の意で用いることになる。

(3）紙幅の関係上，表を最小限にとどめるた

め，実数を表示する表は， Cm）期のもののいくつ

第11衰 1人当日 SDPと経常収入の構造 (1980-84年〉
'. －，、，， a £ •• 且・・ . _ ..ー‘＂』 ι

I A I I 726 I 66. 8 I 51. 7 I 61. 7 I 58. 3 I 14. 1「寸瓦2i 6~ 51.31 23.1 

（出所） R凶伊wBank of India Bulletin，各号のデータによって筆者作味。
（注） 空欄は不明。地名の略号については本稿末の付表1参照。＊不変価格表示 (19加年～83年平崎。 1984年のデ～
タを入手していないため〉。
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第12表 歳入構造と1人当りSDPの相関係数

｜ I山竺
19ηー叫 m ～ゅ 11蜘～剖

I z1I。山7

0. 7τ8*1 0.819キ 0.744* 
0. 732*1 0. 673町 0.737*
0.665*1 0.816町 0.717* 

0.841吋 0.857叫 0.805*
o. 301 I o. 620吋 0.715* 
0.653キI o. 775沖Io.剖l*
-0. 096 I -0. 130 1-0. 473 
o. 246 I o. 252 I 0. 378 

計山
明

十

1
ノ

－

－

s

ロ

収

入

合

入

比

入

税

入

収

率

入

歳
計
税
入
入
入
収
非
収
税
比
計
税
収

り
ム
ロ
税
費
借
収
収
税
・
税
費

P
合
税
費
税

当
税
上
消
場
常
税
非
税
上
消
心
税
上
消
非

人
州
売
州
市
経
州
州
州
売
州

5
州
売
州
州

1

対

対

0.549**1 
0.376 
0.473 I 
0.201 I 

0.448 
0.287 
0.289 
0.059 

0.428 
0.263 
0.329 
0.021 

（出所）第11表と同じ。
（注） いずれも各年間の平均値について算出。
本有意水準1%。紳有意水準5%。

かにとどめた。また表中の州名は略号を用いてい

るが，本稿末にカタカナ名の対照表をつけてい

る。特別カテゴリー州については， 15州の分析の

のち，一括して簡略に扱う。

(4）出所はすべて ReserveBank of India 

Bulletinによる州財政統計である。

2. 』1111の歳入と財政移転

財政移転の水平調整機能の検証に先だって， 1 

人当り SDPの水準で示された州間格差が州、｜歳入

上どのような意味をもっているかをまず確認して

おこう。第11表は， 22州を特別カデゴリ－1十！とそ
れ以外の州とに分け，それぞれを所得水準の順に

配列した。 GG2論文等にならい， 15州は，平均

値の士10容を基準として便宜上3群に分けてある

位 7）。一見して，税収・非税収入に占める自己財

源の比率が1人当り SDPと強い相闘を示してい

ることがわかる。3期について， SDPと経常収入

の各指標C1人当P歳入については，市場借入のみ追加

しである〉 との関係を詳しく示したのが第四表で

イソド財政における中央・川l関係（II)

ある。つまり， fMの主要な税である売上税（sale5

tax）と州消費税（state excise，事実上酒税うの 1人

当り額は1人当り SDPと高い相関にあり，市場

借入も州財政基盤の強さを反映している。経常収

入に占める比率でみると，自己財源の比率は 1人

当り SDPと相関しているが，その内部構成自体

は SDP水準とは，あまり関係がない俗的。

また税収の対SDP（時価〉比は，絶対額ほど強

い相関を l人当り SDP（不変価格〉との聞にもっ

ていないが，全体的には係数は正である。つま

り，いわゆる「徴税努力」（注めよりは州の所得水準

が，経常収入の決定的要因である。第11表にもど

って，経常収入の構成と所得水準の二つの要素か

ら，経常収入の71～B<Ytti:を自己財源で調達する高

所得州（Aの4外｜とカルナータカ列。， 61～70岱を調

達する中所得州（Bの3州、｜とタミルナードゥ〉，およ

び41～60ft:を調達する低所得州の3群に分けるこ

とができる。特別カテゴリー州がさらにその下位

(10～40（~）に位置することになる。 この指標は外｜

の経済格差を最も忠実に財政に反映させる指標で

あり，ナト｜の財政力の指標と考えることができる。

逆にいえば1人当り SDPを財政構造の分析のた

めの変数として利用することの有効性も立証され

たのである。

1人当PSDPの指標としての有効性を確認し

たのち，第13表では同じく l人当り SDP額の順

に財政移転の形態別1人当り額と比率を算出して

いる（1980～84年の平均）。さきの第12表と同様，こ

れらの指標と 1人当り SDPとの相関係数を算出

したものが，第14表である。 1人当り移転額と各

形態の比率に関しては， -1. 000に近いほど，移

転は水平調整的機能を備えていると考えてよい

（ただし再配分の強度自体については何ら示すものでは

ないことに注意）。同表によれば， 分与税，法定補

う3
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（出所〕第11表と同じ。

第14衰財政移転形態と l人当り
SDPの相関係数(I〕

一十 ＂···~－ーい972-74I 1975－乃 I1鎚0-84

1嬬額 0.089 -0. 451 -0. 629* 
-0. 347 -0. 465 -0. 353 
-0.183 -0.093 -0. 204 
0.398 0.546料 0. 811キ

各議長 -0.198 -0. 174 -0.565料
一0.396 -0. 481 -0.396 
-0.417 一0.152 -0.366 
0. 656*1 0.604** 0. 762* 

（出所） 第11表と同じ。
（注） いずれも各年間の平均値によって算出。へ帥は
第12表と同じ。

助金，州計商移転については負値をもち， うち19

80～例年の時期の分与税については，ある程度，

所得との逆相関関係が示されている。これは，個

人所得税と連邦消費税の州聞での分配に，しだい
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39.2 
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34.9 
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35.5 
5.3 
31. 7 
21.8 
28.5 
26.3 

29.0 

第15表財政移転形態と l人当りSDP
の相関係数（II〕

I l人的DP
1972-7411975-79 I l銅山4

(1）州計画 G卜0.136 ｜ー0.200 ｜ー0.310
L 1-0.188 I 0. 04θ1-0. 132 

(2)C S GI 0. 764本 Io. 141 1-0. 115 
LI 0. 630* 1-0. 124 I 0. 135 

(3)CSS ＜；］一o.191 i o. 292 I o. 02s 
L 1-0. 005 I 0. 032 1-0. 227 

体）少額守蓄の分与（貸付〉｜ o. 444 I o. 522料｜ 0.583柿
(5）一時貸付 1-0. 032 I o. 553 I o. 818* 
(6)ltt政移転：瀬 G I o. 097 1-0. 224 1-0. 339 

i謀議札」！；；；；イ~：!ti：＊［臨
（出所〕第11表と同じ。
（注） G：補助金， L：貸付。 (1）～（8）はすべてl人当
り額（各年間の平均値によって算出入
ホ，＊＊は第12表と同じ。

に所得再配分的基準がもちこまれてきたためであ

る。第7次財政委員会は，連邦消費税の州間配分



にあたって，新たに所得調整人口（!ATP）の概念

を導入した。分与税が19舶吋84年の時期に明らか

に所得と逆の相関を示しているのは，このような

制度上の理由によるのである〈劇的。これに対し，

1人当り裁量的移転はl人当り SDPと明瞭な正

の相聞を示しており，前節での検討を裏づけてい

る。問題は雑多な形態を含む裁量的移転のどの部

分が富裕州により重点的にふりむけられているか

である。そのために，裁量的移転の内容をさらに

細分化して， 1人当り SDPとの相闘を検討した

のが第15表である。同表の（2）～（5）が裁量的移転に

含まれる補助ないし貸付である。 CS(central plan 州

scheme）と CSS(centrally sponsored scheme）に

ついては，前者の1972～74年の時期を除けば有意

な相関関係はみられず，このこつの移転の形態が

水平調整的機能を備えていないことが証明されて

いる。むしろ， 少額貯蓄の分与（貸付〉および一

時貸付において，富裕介lが1人当りより多くの貸

付をうけている傾向がはっきりと認められる。連

邦税の分与を除く移転総額では，補助金に関しで

は弱い逆相関関係が認められる (1975～79年および

80～84年〕が，貸付については， 明らかに富裕州

がl人当りにしてより多くの貸付を受けている結

果になっている。しかも，経常勘定の余剰は，分

与税と補助金の 1人当り額の多少の逆進性にもか

かわらず，より富裕外｜に片寄る傾向をみせてい

る。経常勘定の余剰から分与税額を引いた分与前

の経常勘定の余剰（多くの場合負値になるが〉 も，

富裕州の方が大きいという結果になる。 1980～84

年のパンジャーブ，ハリアナ両州は，分与税を配

分されないとしても経常勘定に余剰を生じている

のである。

以上の分析は，次のように整理できょう。財政

移転の3形態のうち，連邦税の分与と州計画財源

ィνド財政における中央・州関係（II)

への移転はいちおう水平的調整の機能をもつが，

富裕州もこの形態での配分を受けることによっ

て，すでに自己財源のもとに他州・はり有利な状態

にあった経常勘定を，さらに改善することができ

るのである。しかも， I人当りの裁量的移転額お

よび貸付額は， 1975～79年の時期以降顕著に富裕

州にとって有利になっている。しかしそれによっ

て富裕州が所得水準の低位の州に比べて財政的に

第1犠州の歳出に対する財政移転
の比率（1980～倒年平均） （？の

J
R
H
J
一B
P
R
L

P
H
M
G

一W
A
K
K

28.3 
19.2 
13.5 
20.4 

弘 61
14.2 I 
19:3 I 
14. 5 I 

26.4 
19.8 
18. 7 
20.3 

28.2 
20.8 
20.5 
19.6 

TN  28.3 12.6 10. 7 31. 3 16.8 

!l 39.1 23.3 18.1 49.0 28.5 116.2 7.9 29.3 80.3 46.5 
OR 43.9 招.3 30.6 51. 2 36. 7 
MP 30.9 15.8 15.4 36.4 22.1 
UP 34.4 23.9 20.9 41. 6 28.1 
Bl 53.0 21. 0 18.0 52.1 30.0 

SK 96.8 60.9 97.2 29.4 79.4 
HP 63.3 47.6 伺.6 26.5 54.5 

+~ 95.4 36.6 46.9 77. 7 57.9 
78.7 57.2 85. 7 19.4 66.7 

MN  129.7 45.5 103.9 35.3 76.8 
MG  100.7 51.2 93.3 20.7 71. 7 
NL 102.2 61. 0 92.9 21. 9 74.3 

AI I泊 l戸両日；詞 46.s I 26. o 

制副長1--0 回~1-·t
（出所〉第11表と閉じ。
〈注〉 (1）：州計画移転総額（補助金＋貸付〉。
(2）：分与税を除くその他の移転すべて。
(3）：補助金総額〈分与税は含まない〉。
{4）：貸付総額。
(5）：分与税以外の財政移転総額。
ぺ材は第12表と同じ。
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より強く中央政府からの財政移転に依存している

かといえば，事実はその逆である。たとえば第16

表は，計画支出，非計画支出，経常支出，資本支

出および総歳出額に対する，それぞれ州計画移転

〈補助金＋貸付〉，非計画移転，補助金総額，貸付総

額および移転総額の比率を算出したものである。

これによれば，中央からの移転への依存度（比率〉

は非計画支出（それも資本勘定，つまり裁量的貸付〉

以外はすべて負の係数を示している。とくに経常

支出に対する補助金の比率は所得と強い負の相関

関係にある。つまり，きわめて概括的にいって，

中央からの財政移転への依存度は，貸付の流れを

別にすれば，低所得州において高いと考えられ

る。

3. ~1Mの歳出と財政移転

所得水準と重ねあわせてみた財政移転の流れの

特徴は，州、IJJIJの歳出構造とどのような関係をもっ

ているのであろうか。

歳入の場合と同様に， 1人当り歳出の絶対水準

(1人当り額〕も 1人当りSDPと強い相関関係にあ

る（第17表〉。また全体として非計画支出において

より関連が強いということは，計画支出を支える

維持的支出の重要性を示唆している。

富裕州は 1人当りより多くの支出をなしうると

第17衰 1人当り歳出額と l人当り
SDPの相関係数

計書富里出
出童話白計
うち計画支出
うち非計画支出

（出所〉第11表と同じ。
（注〉＊は第12表と同じ。
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0.727* 
0.948* 
0.945* 
0.9白＊
0.733* 
0.920* 

いう当然の事実を確認したまでであるが，これま

で検討じてきた財政移転の諾側面を歳出の問題と

結びつけるには，支出の絶対的水準のみでは不充

分である。前節で検討した財政移転の3形態のそ

れぞれの特徴，すなわち計画，非計画移転の差，

補助金と貸付の差などに対応した，歳出の類型化

が必要となる。そのような類型化と歳出の絶対水

準とを絡みあわせて分析することによって，中央

からの財政移転を規定する州財政の側からの要因

が摘出しうるであろうというのが，本節の見通し

である。

第18表は，そのような目的のために，全22州平

均のデータから作成した開発支出の3部門類型化

の試みである。歳出のなかでも開発支出に着目

し，その内訳を表の（注〉に示したような分類で

三つの支出分野に整理し，それぞれ，社会，農

業，インフラ支出と名づけた。それぞれの支出分

野に対応する計画支出比が示され，財源の勘定別

構成比佐川が，計画・非計画・合計支出の3部門

について示されている。

社会，農業，インフラの3分野はそれぞれ支出

目的として明らかな特徴をもつばかりではなく，

その財源構成に他にない特徴が存在する。すなわ

ち，社会支出はもっぱら経常財源を主体とする分

野であり，農業支出は資本支出に依存する率が他

2分野より高い。インフラ支出は，もっぱら，貸

付の形をとるのである。またインフラ支出は，そ

のほとんどが州計画の一環として行なわれるのに

対し，社会支出においては非計画支出の比率が高

い。非計画支出においては，その支出形態はイン

フラ支出といえども経常支出の形をとっている。

このなかには， 計画完成後の義務経費（いわゆる

“committed expendi知re勺〈注Iめがかなりの程度含ま

れている。
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lit＂＂出l~r~~±］悶の制型｜
1975～79 

社会支出l)
農業支出2)
インフラ支出3)

1980～84 

25. 4 I 69.1 
56. 2 I 33. 3 
81. 6 I 3. 3 

17.8 I 13.0 
64. 6 I 2.1 
15. 5 I 81. 2 

97.4 
92.8 
69.4 

o. 4 I 2.2 
2. 4 I 4.8 
2. 2 I 28. 4 

4.8 I 4. 9 
37.4 I 3.2 
13.1 I 71. 5 

議案支出り I 28. 4 I 72. o I 18. 5 I 9. 5 
支出＇） I 60. 1 I 46. 9 i . I 
インフラ支出J) I 10. 1 I 4. 7 I 11. o I 78. 2 

（出所〉 第11表と同じ。

（注〉 1）教育，医療，社会福祉，住宅。 2）協同組合，農業（含小規模濯瓶林・漁業，畜産など〉，村落工業，大規
模港j焼，多目的河川目再発。 3〕工業（除村落工業〕，電力，運輸交通（含道路，橋梁〉。

,u J if!到 3.6 
2.7 
66.9 

5
2
7
 

内
リ
ワ
白
山
口

第19表リ＋IJ.l!Jの開発支出の構成と水準（1980～84年平均〉

｜ 開発支出に占める比率（？の ｜ 開発支出の1人当り実額（ノレピー〉

~会支出｜操業支出｜長ンフ品｜ 開発支出計 ｜ 社会支出 ｜ 麟支出＊ ｜インフラ支出
KL 59.5 29.4 11. 0 320.0(7) 1鈎.5(2)

115. 鈎臨8却；：埠a場・｝ ） 
13.6白骨

WB 58.7 24.4 16.9 255. 0(13) 149. 8(8) 84. 初·g~lAP 50.0 37.4 12.6 306. 9(8) 153. 4(7) 149. J: (8) RJ 48.1 33.5 18.5 293. 3(1.o) 141. 0(9) 124. 
OR 47.2 44.2 8.6 280. 7白羽 132.411倒 140. 7. 7(12) 

BI 46.8 40.4 12.8 

193:lt~i 

90. 3(15) 
1i~:J~4) 司 13. 5(11) 

AS 45.9 32. 7 21. 4 281. 128. 8(12) 
49:!t TN  44.5 31. 3 24.2 352. 

157:,t 
164. 5(6) 31. 6) 

GJ 41. 9 34.3 23.8 425. 178. 3) 211. 7(3 35. (4) 
MH 41. 1 43.3 15. 7 410. 9(4) 168. (4) 273. 5(1) -31. 4(1劫

KR 39.1 42.1 18.8 

332¥ifl 

130.1(11) 197. 0(5) 9~： ~rl司) PJ 38.8 30.0 31. 3 493. 

191:11：司司: 
204.~~l UP 38.2 40.3 21. 5 238. 91. 117. 30.2(7) 

MP 36.5 41. 7 21. 8 298. 109. 156.~g) 33.3(5) 
HR 33.3 39.4 27.3 501. 0(1) 166. 252. ) 81. 5(2) 

外｜

沼州平均 1 44.o I お sI 19.2 I l
 

n叫
dhu 

－－
A
 

q
d
 巧，co 。a’aA 

149.2 25.0 

（出所〉第11表と同じ。
（注） かっこ内は頼位。＊農業支出については，農対人口1人当り額（他は全人口 1人当り額〉。

同表にモデル的に示された社会・農巴業・インフ

ラ支出の相対的比率は，一方で州財政の構造を，

また他方では州政府の政策的重点惟13）を同時に示

すものである。州問で相対的比率にどの程度の差

があるものだろうか。第19表は1980～84年につい

て，その計算結果を示している。同表は比率と実

額を示しているが，いずれについても，州聞にか

なりな差のあることが明らかである。

チト！の開発支出に占める比率は平均的にみて社会

支出が最も高いので， 15州は社会支出への支出比

率の高い順に配列しである。

社会支出の比率が際だつて高いのはケーララお

よび西ベンガル両州であり，アンドラ・プラデシ

ュも50i与を超えている。農業支出の比率が高い

のは，オリッサ，マハーラーシュトラ，カルナー

タカ，マッディア・プラヂシュであり， 40もt:を超

すものに， ピノ、ール，ウツタノレ・プラデシュがあ

る。インフラ支出は平均的には3支出のうち最も

ラ7



第却署長欝発支儲の分野＇.811比率と支臨額の関係

よぞ竺闘悶｜陣~I長ンア品
19曲目84.

開発支出｜社会支出｜農業支出｜美ンフ品

支出比率

社農イ会業ン支支フ出出ラ支出 1- ~~1 UJ3 -0.S:渇＊＊ 川面li霊10描-0. 209 -0. 675’ 0.袋泊 -0. 239 -0. 068 -0.必6 -0.363 
0.630場 o.za> 0.必3 0.833本 0.642* 0.お8 0.成治＊

1人当り支出

1.000 0. 755事 0.839キ 0.622* 1.000 0. 'lbl* 0.8曲＊ 0.4伺

予Jン支フ出事支出
1.似M日 0.420 0.307 1.似ゆ 0.日S紳 0.220 

1.航路 0.278 1.000 0.094 
1.似到。 1.α)0 

（出所〉第11表と同じ。
（注〉数値はすべて各年間平均1人当り額による。へ料は第12表と同じ。

比率が低いが，パンジャーブ，ハリアナ両外｜で特

徴的に高い。残Pの4？＇・Mlま，ほぽ平均的な支出比

率を示しているといってよい。

表の右半分には 1人当り支出が示されている

が，最高値と最低値の聞には開発支出で倍の開き

がある。問題は開発支出の水準（つまりはSDP水準〉

と支出比率の関係であり，その点だけに限定して

相関係数をみてみると，第20表のような結果を得

る。

この結果によれば，高い水準の開発支出は3分

息子いずれの支出水準もひきあげるが（表の下半分を

みよ〉，比率の面では産業開発の基礎条件となる

電力，運輸などのインフラ支出の比率をおしあげ

ることが解る。社会支出と農業支出の比率はむし

ろ開発支出の水準とは関係が薄いか，あるいは，

1980～例年の社会支出比率の場合のように若干逆

相関の傾向すら示す。

また3支出相互の関係をみれば，明らかに社会

支出と農業支出は，いずれかの比率の上昇は他方

の絶対的支出水準をおしとどめる傾向にあること

が示される。支出比率が高ければ絶対水準も高い

という分野はインフラ支出に典型的に見られる。

ラ8

以上の結果から次の結論が得られよう。（1）各分

野の絶対的支出水準は，開発支出のそれ，つまり

は州の SDP水準によって決まるにすぎないこ

と，（2）州聞の開発支出の特徴を示すものはむしろ

3分野への支出比率であり，（3）社会支出比率は開

発支出の絶対水準によってではなく，おそらく政

策的要因から決定づけられるであろう。ケーラ

ラ，西ベンガルが社会支出比率で上位にあるのは

この点と関係がある位向。（4）農業支出比率も開発

支出水準とは無関係のようであるが，この比率が

高い州は，開発支出水準の高い州（マハーラーシュ

トラ，カルナータカ〉と低位グループを構成する州

（オリ yサ，ピハ－，レ，ウッタJレ・プラデシュ，マyデ

ィア・プラデシュ〉の2群にはっきりと分けられ

る。（5）インフラ支出への比率と絶対額とは開発支

出の絶対水準と強い相関関係にある。財政面から

みても，最も活発な投資活動が行なわれている州

ということになる。これに該当するのは， SDP水

準で1位と 2位のパンジャーブ，ハリアナ，そして

タミルナードゥ， グジャラートである（ア yサム

の場合は辺境州としての道路建設支出のために，インフ

ラ支出が比率・額ともに高めに出ている〉。
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、、、、、

捌＼＼輔の｜時間｜齢」鰍う｜経常収支｜一｜

社イ会ン支フ出ラ支出
一仏師1事 0.609庫本 -0.040 -0.137 -0. 759滞 0. 7関車 -0.146 

-0.527 0.193 -0.139・ 0.145 -0.429 0.388 -0.233 0.387 
0.402 0. 713キ -0.71佃＊ -0.1~ 0.570事＊ 0.540帥 -0.677キ -0.192 

1人当り支出

2霊i剖
0.442 

01副6濁,117吋吋司 -0.816・0.245 0.侃3* 0.663場 -0. 735事-0.168 0.497滞移 0. -0. 347 -0. 204 0.伺5柑 O.'}J)7 -0.268 -0.236 
0.028 0. -0. 788本一0.220 0.327 0.695市 -0.回伊 0.167 
0.656榊 o. -0.659事ー0.106 0.671キ 0.397 -0.645* -0.547榊

（出所〉第11表と同じ。
（注〉数値はすべて各年間平均1人当り額による。＊，柿は第12表と同じ。

4. 州の財政構造と中央・州関係

開発支出の3分類が，それぞれ経常，資本，貸

付という支出勘定の差と，さらには財源形態の差

とも関連することは以上で明らかとなった。州の

財源形態の重要な一部が中央からの財政移転の形

態である以上，当然州の歳出構造そのものが，そ

の州への財政移転形態の特徴と対応するであろう

ことは明白である。

第21表は開発支出の分野別比率およびl人当り

額と財政収支および収支補填の意味をもっ中央政

府による一時貸付（waysand means advances）と

の関係を表わしている。

ここでも支出比率に着目すると，社会支出とイ

ンフラ支出では財政収支との関係が全く逆に現わ

れる。すなわち，社会支出の比率の高さは経常収

支の相対的劣位と関係する。社会支出が経常支出

を主体とするととからの当然の帰結であるく財政

収支の絶対額は次の第22表に19朗自84年平均のみ掲げて

いるので参照〕。他方インフラ支出率の高さは資本

収支の劣位と関係し，経常収支の優位と関係す

る。社会支出比率とは，全く逆の様相を示してい

る。農業支出も，どちらかといえばインフラ支出

と似た傾向を示すが，あまり有効な値ではない。

先にも述べたように，ここにはかなり性格の異な

る州が含まれているからである。

また1人当り支出でみれば，支出水準の高さ

が，どの分野をとってみても経常収支の優位，資

本収支の劣位と関係している。

さらに中央政府の一時貸付との関係では，裁量

的財政移転のー形態であるこの貸付が，インフラ

支出比率，および1人当り開発支出水準と強い正

の相関関係にあることが理解できょう。つまり中

央政府の一時貸付は，すでに第15表で 1人当り

SDP水準との正の相聞が証明されているが， そ

の内容は開発支出とりわけインフラ支出補助的性

格をもっているということがここで立証されたの

である。

第21表の意味するところは，第1に，州政府が

社会支出比率を上昇させる政策をとる場合，それ

は直ちに経常収支の壁にあたり，いわゆる当座貸

越問題をひきおこし，インド準備銀行と中央政府

による規制に直面する可能性があるということで

ある。第2には，富裕州は，本来備えている経常

収支上の優位に加えて，資産形成を促進する資本

支出〈含貸付〉を州の資本収支の制約をこえて拡大

しうる可能性が与えられていることである。少な

ラ9
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-0. 213 

TN 

I: ~I: Ill ~ !!l Ill :ii f !i 喰Im!l
15.7 -19.0 -3. 

RJ 86. 9 4 35. 2 . 23. 7 . 5 5. 5. 0 35. 7.2 -21.8 -15. 
AS 80. 6 2 28. 7 . 21. 7 . 4 4. 2. 8 . 2 48. -19.0 -11. 2 -26. 
OR 74. 9 4 29目9 . 18. 6 . 3 6. 5. 3 . 4 23. 0.9 -5.5 -7. 
MP 

58. 4 0 15 2 . 7. 1 . 5 3. 3. 1 : ＇‘ ' 15. 30.3 -34.3 -11. 
UP 63. 9 3 20. 6 . 13. 8 . 9 4. 2. 8 17. 8.6 -22.0 -11. 
BI 55. 0 8 18. 8 . 15. 5 . 4 2. 1. 4 16. 5.5 -9.2 -12 

SDPとの2)

鴻撚4〕
SDPとのわ

空襲鰐9)

｜非開舷出｜利子加｜官妻子｜想妻子｜（読書丸｜積宇｜経常収支｜資本航｜総合収支

i1m;ij1:fi1 ffili11諮問締結Il!I ~i!I 
lii!U~ urn11rnui1諮問糊I-lll J:~ 

第22表

E= ::r::·:::1;~:::r ~;;::r,~;,::::1 
( -0. 337) ( -0. 191〕｜（ー0.542本刊 (0.613勺｜ 〔－0.108)1 (0. 115〕1

0.801* .622* Iー0.022 I＜〕.853ホ臥327 I＜〕.804* I 
（ー0.568判〉（ー0.492〕｜（ー0.609**)1 (0. 498〕IC -o. 303)1 Cー0.103〕｜

（出所）第11表と同じ。
（注〕 1〕時価表示のSDP比（かっこ内に示す）c 2）不変価格表示の I人当りSDP。ヘ料は第12表と同じ。

0. 4441 -0. 536紳｜

0.臼少｜－ー0.670*1 
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て高所得州より重いとすらいえよう（かっこ内の

低所得州の負担が高く，市場借入が例外なのは，

むしろ低所得州の借入能力の欠如を示していると

いう意味で重要である。

また財政収支と 1人当り所得との関連では第21

表で得られた結論がここにも示されている。低所

得州が経常収支で劣位にあるが； Cマyディア・プラ

とくに中央政府への利子支払いは相関係数参照）。

くとも1975年以降の数値によれば〔注15），中央政府

の一時貸付は明らかに富裕外lの資本支出を補助す

る傾向をみせてきた。

つまり州の財政構造からみた中央政府の対州財

政政策は，社会支出比率の上昇には制限的で，富

裕外lによる投資活動には「支持的Jであるという

しかしこの政策は，社会支出ことができる〈注16）。

かっ1人

アンド西ベンガル，ケーララ，デシュは例外的），

ラ・プラデシュと比較すればウッタル・プラデシ

ビハール両州の1人当り余剰はより大きい。.::t. ， 

当り SDP水準の低い諸州を，低開発支出水準と

金分野における低い支出レベルから脱出させるこ

とができない。

州の中央に対する財政的な従属関係にしても，

比率上昇の政策的インパクトが欠知し，

また資本収支でも低所得州は1人当り不足額が高

はるかに少ない。つまり低所得

州の多くは，ケーララ，西ベンガル的でもなく，

パンジャーブなど高所得州的でもない，低支出・

低投資にもとづく，低均衡の財政運営を行なって

いると考えざるをえない。

所得州に比べて，高所得州が負担する利子・第22表にみるように，

元本返済額は 1人当りでみれば当然のことながら

低所得州よりも多いが，債務負担の対SDP（時価

つまり経済規模に対する債務負担の軽表示）比，

重でみれば，市場借入を除けば低所得州はかえっ
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このように，前節で中央対州全体の問題として

考察した，州、｜の中央に対する財政的従属という問

題は，州、！の所得水準と開発支出を核とする財政構

造の差とによって，州によって具なった表現形態

をとっているのである。

突出した特徴によって，類型化を行なえば，（1)

社会支出比率の高い，ケーララ，商ベンガル，ア

ンドラ・プラデシュの諸州，（2）高いインフラ支出

比と支出水準をもっ，パンジャーブ，ハリアナの

諸州，（3）農業支出重点ではあるが，財政力の強い

マハーラーシュトラ，グジャラート，カルナータ

カの諸外J,(4）農業支出に比較的重点はあるが，財

政力が弱く，絶対的支出水準の低位な， オリッ

サ，ビ、ノ、ール，マッディア・プラデシュおよびウ

ッタル・プラデシュの諸外川なる。

そうした特徴をもちつつ，またその特徴に応じ

た中央政府との財政上の緊張・従属関係を保ちな

がら，これら諸州が全体として中央との聞に形づ

くっているのが今日のインドにおける中央・州の

財政関係なのである。

5. 特別カテゴリー州の問題

中央・州財政関係の構図を完全にするために，

最後に特別カデゴリー州と呼ばれ，インドの北西

および北東国境に位置する七つの州について，通

常の15州との対比で検討を加えておこう。 7州の

人口は合計で全インド人口の 2.4t~ を占めるにす

ぎないが，計画財源の移転に関して特に優遇され

ている（第6表参照，前号）。

財政上の特徴の第1は，きわめて低い自己税収

比率である（第11表参照〕。 7州のなかでもジャン

ムー・カシュミール，ヒマーチャル・プラデシュ

の2州は経常収入に占める自己財源の比率が30ft;

台にあるが，他は20~1；以下である。第13表にみる

ように 1人当り計画移転額は通常の15外｜との聞に

イγ ド財政における中央・州関係（Il)

ー桁の違いがある。このような州は他にアッサム

州があるのみである。しかも移転財源に占める補

助金の比率は，ジャンムー・カシュミール州が平

均5叫ん他の6州は8（肱以上となっている。総じ

て歳入商から見れば，これら 7州，とりわけジャ

ンムー・カシュミール州，ヒマーチャル・フ。ラデ

シュナトlを除く 5チト｜は，行政上は州であっても，財

政上は全面的に中央政府に依存しているというべ

きである。

また歳出面からみると，開発支出における 3分

野の比率は， 1975～79年が社会支出37.2f訴，農業

支出31.31:lj:，インフラ支出31.5'Jj:, 80～例年がそ

れぞれ43.l(J,j:, 31. li:i,;, 25. 8伝である。 15州と比

較してインフラ支出の比率が顕著に高いが，これ

は，運輸・交通分野での道路・橋梁支出の比率が

高いためである。山岳・丘陵地域というこれら 7

州の地形的条件と国境地帯という戦略的条件が相

f失ってこのようなインフラ支出比率の高さをもた

らしたものと思われる。

15州のなかでは，すでに述べたように，アッサ

ム州が計画財源の 1人当り額，および道路を中心

とするインフラ支出の高さにおいて，特別カテゴ

リー州と類似のパターンを示している位17）。

このように，中央と州の財政関係に着目すれ

ば，インドの22州位18）は，ほぼ五つの特徴的な類

型に分けることができるのである。

（注1) SDP統計の整備の過程については下記を

参照。 CentralStatistical Organization, Depart・ 

ment of Statistics, Ministry of Planning, Govern-

ment of India, Guide to Official Statistics，第2版，

ヂリー， Controllerof Publications, 1985年， 51-

52ページ。未整備な SDP統計を財源配分の基準とし

て用いることには有力な経済学者のなかにも疑問の声

があったようである。 Rao,V. K. R. V., Centre-State 

Financial &lations in India, Institute for Social 

and Economic Change Sta任 Papers, パソガロー
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準年化しているが，本稿ではそ之までの操作をしてい

ない。

（注7) 公式にも， 1979年の国家開発評議会で，特

別カテゴリー州以外の州を1人当り所得で3区分に分

けることが行なわれている。 GG2論文とは拙稿の前

半（本誌前号〉で示したように， George,K. K. ; I. 

S. Gulati，“Centre-State Resource Transfers, 19 

51-84: An Appraisal，” Economic a11d Political 
Week，か，第20巻第7号， 1985年2月16日のこと。

（注8) これは，パンジャープ，ハリアナなどでは

ナトl消費税（酒税〕の比率がきわめて高く，対照的にマ

ハーラーシュトラ，グジャラートでは極端に低いこと

などによるものである。

（注9) 税収の対 SDP （時価〉比自体は「徴税努

力」の指僚ではなL、。いわゆる「徴税努力」の測定に

ついては， Chelliah,Raja J.; Narain Sinha, State 

Finances in India, Volume 3, }.feasurernent of 

Tax Effort of State Governments, 1973-1976, 

World Bank Staff Working Papers No. 523, ワシ

ントン D.C., IBRD, 1982年参照。

（注10) 個人所得税の場合は， 1-HBIJ評価額ないし徴

収額との関係でも水平的調整機能を論ずることも可能

である。財政委員会の付録から， 1973/74～81/82年度

までの州別評価額は以下の表に示される。上位の31-H

で丙期間とも同窓を超えている。これは税収の再配分

を示す古典的事例であるが，個人所得税の分与におけ

3,579.35 (100.0) 
164. 22 ( 4. 6) 
39.09 ( I. I) 
71.32 ( 2.0) 
448. 59 ( 12. 5) 

56. 79 ( 1.6) 
8.83 ( 0.2) 
24.14 ( o. 7) 
146. 67 ( 4. I) 
121.57 ( 3.4) 

146. 77 ( 4.り
1,002.01 ( 28.0) 
3.19 ( 0.1) 
2. 74 ( ) 
0.83 （ー〉
24.52 ( 0. 7) 

200. 05 ( 5.め
l14. 91 ( 3. 2) 
3拘.45( 9.8) 
2.29 ( ) 
258. 20 ( 7. 2) 
392.17(11.0) 

〈出所〉 RFC 7, Appendix IV-6, 201ベージ／Report of the 
Eighth Finance Commiss，・on1984，デリー， 出版年不明
（以下RFCBとして引用）， Appendi" v・2,233ベージ。
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ノレ， Institute for Social and Economic C加~e,

1973年， 10ページ。

（注2) 第7次財政委員会でのラージ・ 9りシュナ

の見解参照。“Noteof Dissent by Prof. Raj Krish-

na Entitled ‘A More Equitable Distribution of 

Resources'," Report of the Finance Commission 

l虫78，デリー，出版年不明（以下 RFC7として引用），

142～1印ページ。

（注3〕 Gaur,A. K., Centre-State Financial Re-

lations and Finance Commissio.珂s，ァヲハバード，

Chugh Publications, 1985年はこの観点からも財政

移転を論じている。

（注4) Toye, J. F. J., Public Expend，山 reand 

Indian Development Policy 1960-1970，ケンブリ

ッジ， CambridgeUniversity Press, 1981年，第7

章は，州政府の歳出を規定する要因を探ろうとするも

ので，都市人口比率の上昇（都市住民の利益〕の度合

が支出水準の上昇をもたらすとする。 Jagannathan,

N. Vijay，“Expenditure Patterns in State Budg・ 

ets: An Exploratory Survey，＇’ Ecoπomic a11d Po・ 

litical Weekly，第21巻第31号， 1986年8月2日， 13

65～1367ページも州の歳出における都市バイアス，計

図プロジェクトの維持費の問題などを扱っているが，

表題のとおり試論である。また，とくに財政委員会の

基本的立脚点が非計画部門での収支補棋とし、う観点に

あることから，支出水準の低L、L、わば低均衡州にとっ

て不利な移転制度でらるとする批判は従来からある

（たとえば， Grewal,B. S., Centre-State Financial 

Relations in India，バティ 7ーラー， PunjabiUni-

versity, 1975年， 160～161ページ／Bhargava,P. K., 

“Transfers from the Center to the States in In-
dia，＇’ Asian Survey，第24巻第6号， 1984年6月，

681ぺージ），しかし，この批判が中央・州財政権限の

あり方への批判につながるのか，「富裕州jに対する

「貧函州」の不満を表現したものなのか，あるいは支

出水準の低さに対する批判であるのかで，州・中央財

政関係への観点は全く異なったものとなってくる。

（注5) Toye，同上書， 165ページは，インドにお

ける財政移転の規模が，州歳出パターンに対する州、l民

所得水準や人口署管震の規定性を打ち消すほどの大きさ

になってレないと指摘しているが，本稿はこの論点を

より積極的に表現したものである。

（注6) 向上書は州｜の歳出を物価指数でそれぞれ基
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る比重正が年々低下していることはすでに詩＝節の第4表

で示したとおりである。

〔注11〕 通常の財政統計は経常と資本の2本建てで

あるが，ここでは資本支払勘定のなかの州政府による

貸付を独立にとり出している。従来の研究のなかで，

この方式をとった分析をしているのは， Jagannathan,

前掲論文である。

（注12) 非計画支出のうち非開発支出は利子支払い

（経常〕，元本返済（資本〕が巌も重要である。非計画

開発支出はその9割が経常勘定から支出され，教育，

医療の社会支出の他は道路，建物，潜瓶施設，堤防等

の維持管理費である。財政委員会は計画投資完了後の

義務的経費を各州について推定するが，経常支出につ

いては，計画支出の約3割と推定している （RFCB,

33ページ）。これらすべてが非計画経常支出の内容とな

るほ：eportof the Finance Commission, 1973，デリ

ー， Controllerof Publications，出版年不明， 39～

46ベータ／RFC7,15～26ページ／RFCB,26-34ペ

ージ）。開発支出のなかで，特に位会支出に非計画支出

の比率が高いこと，また農業支出やイン 7ラ支出につ

いても非開発支出が経常支出にかたよっているのは，

これが維持費的性格をもっているからである。

（注13〕 州政権の階級的性格とも無関係ではない

が，この分類だけでそれが立証できるわけではない。

（注14) ここでの議論は財政支出の質の問題にまで

立入っていない。財政支出，とくに社会支出が，州民

への効果的な行政サーピスとなって具体化されている

か否かについての詳細な検討がさらに必要主なる。こ

の点については，行政の分権化，開発政策そのものの

見宜しなど，単に資金の移転に限られない重要な問題

領域がある。 Raj, K. N., l"Kerala’s Problems in 

the National Context，＇’1¥1ainstream，第23巻第46号，

1985年7月13日， 11-12ページ。

（注15) 1975年以前の場合，中央への債務解消の特

別貸付などの重要素があって（前節参照），この点が明ら

かにならない。

（注16〕 「支持的」というのは，一時貸付があくま

でも裁量的な貸付であるということのためであり，決

して無条件の資本収支補助であるわけではない。

（注17）前節（前号）の第6表で，ナムピアールは

77サム：トトlを特別カテゴリー州に含めている。

（注18) 1986年には，さらに， ミゾラム， 7ルナチ

ャル・プラデシュ，ゴ7の3州が誕生し， 25州主なっ

イγ ド財政にお防る中央・丹I関係（Il)

た。これら3州もおそらく特別声テゴリー州とLて扱

われるのではないかと予想される。

V 結び

一一中央・州財政関係へのひとつの展望一一

1980年代のインドには，パンジャーブ，アッサ

ム問題の暴発に象徴されるような，中央・州関係

の新たな，そして長期かっ深刻な緊張が表面化し

ている。また会議派支配は，州レベルでみれば＼

いわゆるヒンディーベルトの諸州へと押し込めら

れつつあるようである。本稿は直接に今日の中央

と外｜の政治的緊張関係を扱ったものではないが，

その根底にある，行財政権限の集権化，地域格差

の拡大という現象の一端を，中央から州への財政

資金の移転の分析を通じて明らかにしようと試み

た。

まず財政の中央集権化についていえば，財源に

関して，中央，州の配分率は，財政委員会の勧告

による分与率の上昇にもかかわらず，この時期に

は，めだった変化は見せなかった。このような結

果をもたらすうえで，中央政府の財政権限が，中

央への配分率を維持するのにきわめて重要な役割

を果たしたと考えられる。そのなかで，投資的経

費をまかなう借入金については，中央の比重が大

きくなりつつあること，また裁量的移転の形態で

は，財政資金を通ずる州権限の蚕食の傾向がみら

れることが注目される。

中央から州への財政移転が地域間（州問〉格差

の縮小にどの程度役立っているかについては，資

金の流れと所得格差の関係に注目したが，すでに

インドの研究者が指摘しているように，連邦税の

分与，計画委員会を通ずる州計画への補助金・貸

付に関しては，配分の基準としてしだいに所得格
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差の要因が配慮されるようになってきた。そのな

かで，資金移転の3分の lを占めるに至っている

裁量的移転，とくにそのもとでの貸付が高所得州

の投資活動を補助する方向で流れていることが注

目された。

つまり，州計画への貸付が「ガドギル方式」の

もとでほぼ規則化されたなかで，高所得州は，投

資財源の調達を市場借入・裁量的移転の形態での

貸付にも依存するようになったのである。そして

この財源は州の支出項目のなかで最も投資的性格

の強いインフラ部門（電力，運輸等〉へとふりむけ

られた。

中央からの財政移転が，財政カの強い富裕州を

ますます豊かにしているという，しばしば批判の

対象となる現象は，今日のインドでは，以上のよ

うなメカェズムによって成立しているといえよ

う。つまりこの側面のみに着目すれば，財政資金

の移転も，いかに地域格差縮小の政策的課題を担

わされているとはいえ，市場金融や，公的金融機

関を通ずる資金の流れ借りと同様，経済的論理の

制約を強く受けざるを得ないということになるの

である。しかし中央から州への財政移転が，あく

までも財政問題であるという，そもそもの前提か

らすれば，これは現象のー側面でしかないことも

また明らかである。

それでは，今後の財政移転の問題は，水平的財

政調整機能をより強化し，裁量的移転を計画移

転，たとえば「ガドギル方式」の適用範囲にひき

入れるという展望によって解決するのだろうか。

これはインドにおいてもかなり現実的に議論され

ている問題であり，ひとつの方向として今後も追

求されるにはちがいないe

しかし，本稿では全く触れられなかった中央財

政そのものの問題を別にすれば，インドの中央・
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州財政関係を規定しているのは，財政移転に関す

る制度上の政策的選択だけではない。むしろ，州

財政構造，とくに州歳出構造がひとつの州と中央

との関係におおきな意味をもっていることも重要

である。

今日のインドで， 中央と州の財政関係におい

て，州自治権，州財政権限の強化の要求を主導し

ているのは，ケーララ州，西ベンガル州の左翼政

権，アンドラ・プラデシュのテルグ・デサム政権，

また州政権にはついていないが，パンジャープの

スィク教徒の政党アカリ・ダルなどである位2）。

いずれも歳出構造において顕著な特色をもち，

それゆえに，今日の財政移転制度のもとで，財政収

支上の困難に異なった形で直面している州の利害

を代表する勢力である。現在の中央・州財政関係

の枠組のもとでは， こうした困難は中央政府（な

いしインド準備銀行）による長短期の裁量的貸付に

よって一時的に解消するほかはない。ここに中央

政府対州政府の政治的関係の介入する余地が充分

にある（注3）。

しかし他面，今日の財政移転の枠組のもとで，

いぜんとして低い開発支出水準を脱却しえていな

い， いわゆるヒンディー・ベルトの諸外ICピハー

ル，ウツタノレ・プラデシュ，マ yディア・フ．ラデシュ，

ラージャスターン〕やオリッサ州などは，財政移転

のある意味で最も根本的な転換を要求するべき立

場にあるにもかかわらず，そのような動きはみら

れない。国民会議派の政治的後退という状況のな

かで，これら諸州が同党に残された重要な政治的

地盤であるという事情もあるが，基本的には，こ

れら諸州が低均衡の財政運営をとっていることに

消極性の原因がある。この低均衡は中央からの財

政移転規模の大幅な拡大によって打破することも

可能であるが，これら諸州市2政治的に中央政府と



一体である限り，論理矛盾ともいうべきこのよう

な展望はもちにくい。むしろ本稿の分析から得ら

れる結論は，これら諸州における政策的競争が社

会支出の比率をひきあげ，そこから生ずる財政的

困難（具体的には経常財政の悪化〉が， 中央・州財

政関係の改革要求を支えるという展望である。ヒ

ンデ、ィー・ベルト諸外｜（とくにピρ ールとウツタノレ

・プラデシュ）における社会支出水準の絶対的低さ

が，そのような財政支出の社会的正当性を充分に

立証していると考えるのである。

またヒンディー・ベルト諸州の絶対人口規模の

大きさからして，この展望が現実のものとなるた

めには，現在の中央・州間および州相互間の財政

配分に，質量ともに深刻な規模の転換が必要とさ

れる。本稿の含意するところは，中央・州財政移

転関係における，このような長期的かつ構造的転

換の必要性なのである。

（注1) 絵所秀紀「指定商業銀待統計からみた州レ

ヴェノレでのイ γ ド金融の動向」（『アジア経済』第28巻

第l号 1987年1月〕77～97ページ参照。また， GG2

論文， 292～293ページおよび Table10参照。
（注2〕 Ray,J. K.; H. Sato, Centre-State Finan・ 

cial Relations in India: A Focus on West Ben・ 

gal, JRP Series No. 61，東京， Instituteof De・ 

veloping Economies, 1987年， AppendixE。

ィγ ド財政における中央・州関係CII) 

〈注3〕 最近では，ケーララ州において，会議派を

含む連合政権に対しては中央政府が一時貸付により州

財政を支媛したが， 1987年3月に左翼民主戦線が政権

をとるや，一変して当座貸越の原則を厳密に適用しは

じめ，州政府との対立をひきおこした事例がある。

Indian Express, 1988年 1月3目。

またヒソディー・ベルトの一角ではあるが，本縞の

分析では，バYジャープとならんで，イ γ7ラ支出整

の州であるハリアナにも， 1987年6月の州選拳におい

て，野党州政権が生まれた。新州首相は，早くも9JJ 

には，当座貸越規制の緩和を要求している。 Indian

Exρress, 1987年9月2目。

（アジア経済研究所地域研究部〉

〔付記〕 本稿作成のもととなったインド準備銀行の

州財政統計の整理・入力作業には，東京外国語大学の

和田隆氏を煩わせた。記して感謝の意を表したい。
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インド財政における中央・州関係（II)

1979/80 3,407.8 2,083.1 2,668.5 1,287.0 

ciij弧i町I !!( 081.1 !( 飢)8,l :ii¥089. 2 
45.4 21. 4 37.5 

19帥／813,788.9 2,622.6 3, 021. 9 776. 8 807.8 962.l 769. 9 43.3 9. 7 31. 6 
1981/82 4,259.7 2,726.4 

3,372.5 ii込5~！ 075.3 495.5 570.8 40.9 13.2 31. 7 
1982/83 4,632.7 3,381.5 5,908.9 237.4 859.1 096.5 39.6 39.1 39.5 

1983/84 5,007.8 4,092.7 
(4,16~962 〉り（1

23,803.3 9,864.5 33,667.8 38. 2 (19.t8]~~4 . 6 , 835. 10,935.9 

第計期6画次計 21,096.9 14,906.3 山 4.41 8 j88. 9 4\!~~61 
88,004.9 41,189.3 129,194.2 40.9 20.6 34.4 

(18, 130. 9）＇》（ 6, 5.4) (42, .〕 (16.4〕4) (33.1) 

（出所） 1951/52～72/73年度は， ReserveBank of India Bulletin，第28巻第9号， 1974年9月。それ以降は同誌
各号。
〈注〕 1）純貸付＝粗貸付一（利子支払＋元本返済）。 2)42.11億ルピーの一時貸付を除く。 3)55. 1億ルピーの特別
中央貸付を除く。 4)174.35億ルピーの当座貸越解消用の貸付を除く。
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